
契  約 

様式２ 

工 事 入 札 参 加 予 定 の 皆 様 へ                

 

「建設工事に係る資源の再資源化等に関する法律」（建設リサイクル法）が、平成 14年 5 月

30 日に施行になり、建設工事での分別解体等と再資源化等が義務付けられました。 

帯広市発注の工事についても、この内容を契約書に明記することとなり、落札者が新たな手

続の必要となる場合があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 計画協議書

を添付 

公示用設計書の閲覧 

  特記仕様書 
当工事は、建設工事に係る資
源の再資源化に関する法律
が適用され・・・ 

      内訳書 
 ｺﾝｸﾘｰﾄ 
  取り壊し ○ｍ3 

各企業の見積もり 

入   札 

対象となる工事、工種

であることの確認！ 

落札企業 

工 事 施 工 

落札企業 
  契約書 
甲印 乙印 

特記仕様書 
当工事は、建設工事に係る資
源の再資源化等に関する法
律が適用され・・・ 

計画協議書（別紙様式３）で 
分別解体等の方法・費用及び 
再資源化等の施設・費用を 
協議後、確認印等を受領 確認

印 

協議が整わない（確認
印なし）場合は、契約
しないことがありま
す。 

 詳細 
裏面２へ 

 詳細 
裏面１へ 

 詳細 
裏面３へ 

７日以内 

  再資源利用 
  計画書 

  マニュフェスト 

市 役 所 

契約管財課 

市 役 所 
工事担当課 

協議⇒確認 

市 役 所 

契約管財課 



 

様式３ 

分別解体等及び再資源化等の計画協議書 

 
1. 工 事 名    ○○○○○○○○○解体工事     
2．解体工事に要する費用（直接工事費：解体に伴う仮設費及び運搬費は含まない） 
             １，５２３，４６５ 円（消費税抜き） 
3．再資源化等に要する費用（直接工事費：処分費、循環資源利用促進税相当額、運搬費等）      

     ９３４，５１０ 円（消費税抜き） 
4．分別解体等の方法及び再資源化等をする施設の名称及び所在地 
  特定建設資材名 分別解体等の方法   再資源化等をする施設の名称及び所在地 
                  （該当□にレ記入） 

コンクリート  □手作業       名 称：○○○株式会社 
□手作業及び機械作業 所在地：○○市○○○丁目○番地 

  アスファルト  □手作業       名 称：○○○株式会社 
コンクリート  □手作業及び機械作業 所在地：○○市○○○丁目○番地 

          □手作業       名 称：  
□手作業及び機械作業 所在地： 

             
              
              

様式２                                   ＜裏面＞ 

「建設工事に係る資源の再資源化等に関する法律」 

（建設リサイクル法）手続の詳細 
 

１．対象となるもの 

●対象建設工事 

建築物の解体 延床面積      ８０㎡以上 

建築物の新築・増築 延床面積     ５００㎡以上 

建築物の修繕・模様替 請負金額      1 億円以上 

その他の工作物に関する工事（土木工事等） 請負金額    ５００万円以上 

●分別解体等及び再資源化等が必要となる特定建設資材 

コンクリート（コンクリート、コンクリート及び鉄

からなる建設資材を総称してコンクリートとします） 

2 次製品も含む全てのコンクリート 

モルタル、セメントペーストは含みません 

木 材 
樹木、伐採材、除根材等の生木、型枠、足場材等のリ

ース材は含みません 

アスファルトコンクリート 
防水用アスファルト、ストレートアスファルトは含み

ません 

※ 数量の多少にかかわらず、これらの解体が対象となります。 

 

２．協議の内容 

Ａ）解体工事に要する費用 

コンクリート、木材、アスファルトコン

クリートの取り壊し費用、積込費用を記入

します。 

直接工事費とし、解体に伴う仮設費及び

運搬費は含みません。 

Ｂ）再資源化等に要する費用 

コンクリート、木材、アスファルトコン

クリートの運搬、処分費（循環資源利用促

進税相当額を含む）を記入します。 

Ｃ）分別解体等の方法及び再資源化をする施    

設の名称及び所在地 

・特定建設資材名を記入します。 

・「手作業」「手作業及び機械作業」を記   

入します。 

・実際に特定建設資材を持ち込む施設の  

名称及び所在地を記入します。 

・「2.」及び「3.」が０円の場合は、「4.」 

については何も記載しないて下さい。 

※右（作成例）により作成した書面を契約書に

添付して、契約を締結します。 

なお、帯広市分には原本を、自社分には写しを添付することとなります。 

３．協議の成立 

工事担当課の係長の確認をもって協議の成立となります。なお、解体工事、再資源化等に係る経

費が著しく低いなど、適正な処理が望めない場合は、契約の締結を行わないことがあります。                                                  

【問合せ先】帯広市総務部契約管財課 

作 成 例 

工事担当課・係名記入欄     協議済印押印欄 



 

様式３ 
 
分別解体等及び再資源化等の計画協議書 

 
  

１．工 事 名                            

  
 
２．解体工事に要する費用（直接工事費：但し解体に伴う仮設費及び運搬費は含まない） 
 
 

                     円（消費税抜き） 
 
 
 
３．再資源化等に要する費用（直接工事費：処分費、循環資源利用促進税相当額、運搬費等） 
 

 
                     円（消費税抜き） 

     
４．分別解体等の方法及び再資源化等をする施設の名称及び所在地 
 
 

特定建設資材名 分別解体等の方法 
（該当□にレ記入） 

再 資 源 化 等 を す る 施 設 の      

名 称 及 び 所 在 地 
 
 
 
 

□手作業  
□手作業及び機械作業 

名 称： 
所在地： 

 
 
 
 

□手作業  
□手作業及び機械作業 

名 称： 
所在地： 

 
 
 
 

□手作業  
□手作業及び機械作業 

名 称： 
所在地： 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 協議済印押印欄 工 事 担 当 課 ・ 係 名 記 入 欄 


